
東広島市告示第  号 

 

 東広島市パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱を次のように定める。 

 

  令和５年 月 日 

 

                     東広島市長    垣    德    

 

   東広島市パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、全ての人が人権の意義及び重要性について理解を深め、自己の人権の

みならず、他者の人権についても正しく理解し、性の多様性を認め合いながら、一人の人

間として自分らしく生きることができる社会の実現に向けて、パートナーシップ宣誓の取

扱いについて必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによ

る。 

(1) 性的マイノリティ 性的指向、性自認等のあり方が少数であると認められる者をい

う。 

(2) パートナーシップ 一方又は双方が性的マイノリティである２人が、互いを人生のパ

ートナーとして、日常生活において相互に協力し合うことを約した関係をいう。 

(3) 宣誓 パートナーシップにある２人が、市長に対し、双方が互いのパートナーである

ことを誓うことをいう。 

 （宣誓の対象者の要件） 

第３条 宣誓をすることができる者は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

(1) パートナーシップにある２人のうち、いずれか一方が市内に住所を有し、又は宣誓の

日から原則として１４日以内に市内への転入を予定していること。 

(2) 民法（明治２９年法律第８９号）第４条に規定する成年に達していること。 

(3) 配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含

む。）がいないこと。 

(4) 宣誓をしようとする相手以外の者と宣誓をしていないこと。 

(5) 民法第７３４条から第７３６条までに規定する婚姻をすることができないとされてい

る者でないこと。ただし、当該関係が養子縁組によるものである場合は、この限りでな

い。 
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（宣誓の方法） 

第４条 宣誓をしようとする者は、宣誓する日時、場所等を事前に市と調整した上で、市職

員の面前においてパートナーシップ宣誓書（別記様式第１号。以下「宣誓書」という。）

に自ら記入し、及び次に掲げる書類（宣誓日前３月以内に発行されたものに限る。）を添

えて市長に提出するものとする。ただし、当事者の一方又は双方が自ら宣誓書に記入する

ことができないときは、宣誓しようとする者及び市職員の立会いの下に、当事者以外の者

にこれを代書させることができる。 

(1) 住民票の写し又は住民票記載事項証明書 

(2) 当事者が市内に住所を有していない場合にあっては、当事者のいずれか一方が市内へ

の転入を予定していることを疎明するに足りる資料 

(3) 戸籍抄本その他の配偶者がいないことを証する書類 

(4) 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

２ 宣誓をしようとする者は、宣誓書を提出する際に、本人であることを明らかにするた

め、次に掲げる書類のいずれかを提示するものとする。 

(1) 個人番号カード 

(2) 旅券 

(3) 運転免許証 

(4) 前３号に掲げるもののほか、官公署が発行した免許証、許可証、登録証明書その他こ

れらに類するものであって、本人の顔写真が貼付されたもの 

(5) 前各号に準ずるものとして市長が適当と認める書類 

３ 前条第１号に規定する市内への転入を予定している者は、宣誓をした日から１４日以内

に、住民票の写しその他の市内への転入を証明する書類を市長に提出するものとする。 

４ 前項に規定する書類を提出することが困難な場合には、速やかにその旨を市長に申し出

なければならない。 

 （通称名の使用） 

第５条 宣誓をしようとする者は、市長が特に理由があると認める場合は、宣誓書におい

て、氏名と併せて通称名（戸籍に記載されている氏名以外の呼称で当該氏名に代わるもの

として広く通用しているものをいう。以下同じ。）を使用することができる。 

２ 前項の規定により通称名の使用を希望する場合は、日常生活において当該通称名を使用

していることを確認することができる書類を宣誓する際に提出するものとする。 

 （受領証等の交付） 

第６条 市長は、第４条第１項の規定により宣誓をした者（以下「宣誓者」という。）が第

３条各号に掲げる要件を満たしていると認めるときは、当該宣誓者に対し、パートナーシ

ップ宣誓書を受領したことを証するパートナーシップ宣誓書受領証（別記様式第２号）及

びパートナーシップ宣誓書受領カード（別記様式第３号）（以下これらを「受領証等」と



いう。）に宣誓書の写しを添えて交付するものとする。この場合において、前条第１項の

規定により通称名を使用したときは、当該通称名と戸籍に記載されている氏名を受領証等

に記載するものとする。 

 （受領証等の再交付） 

第７条 宣誓者は、紛失、毀損、汚損その他の事情により当該受領証等の再交付を受けよう

とするときは、パートナーシップ宣誓書受領証等再交付申請書（別記様式第４号。第３項

において「再交付申請書」という。）を市長に提出しなければならない。この場合におい

て、毀損又は汚損を理由に受領証等の再交付を受けようとするときは、現に有している受

領書等を当該申請書に添付しなければならない。 

２ 第４条第２項の規定は、再交付の申請について準用する。 

３ 市長は、第１項の規定により再交付申請書の提出があったときは、その内容を審査し、

適当と認めるときは、受領証等を再交付するものとする。 

４ 紛失を理由に前項の規定により受領証等の再交付を受けた者については、紛失した受領

証等を発見したときは、速やかに発見した受領証等を市長に返還しなければならない。 

（宣誓事項の変更） 

第８条 宣誓者は、宣誓書に記載した事項に変更が生じたとき（次条第１項に規定する返還

届を提出する場合を除く。）は、パートナーシップ宣誓事項変更届（別記様式第５号。次

項及び第３項において「変更届」という。）に変更の内容を確認することができる書類を

添えて、市長に提出しなければならない。 

２ 第４条第２項の規定は、変更届の提出について準用する。 

３ 市長は、第１項の規定により変更届の提出があったときは、その内容を審査し、適当と

認めるときは、当該宣誓者が現に有している受領証等と引換えに変更後の内容を記載した

受領証等を交付するものとする。 

 （受領証等の返還等） 

第９条 宣誓者は、次の各号のいずれかに該当するときは、パートナーシップ宣誓書受領証

等返還届（別記様式第６号。以下「返還届」という。）に受領証等を添えて、市長に提出

しなければならない。 

 (1) 宣誓者の意思によりパートナーシップが解消されたとき。 

 (2) 双方が市内に住所を有しなくなったとき（第１２条第１項に定める場合を除く。）。 

 (3) 宣誓者のうち、いずれか一方が死亡したとき。 

 (4) 次条の規定により、宣誓が無効となったとき。 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、第３条各号に掲げる要件に該当しなくなったとき。 

２ 第４条第２項の規定は、返還届の提出について準用する。 

３ 市長は、宣誓者が第１項各号に掲げる場合に該当すると認めるときは、受領証等が返還

されたものとみなすことができる。 



４ 市長は、第１項の規定により受領証等が返還されたとき、又は前項の規定により受領証

等が返還されたものとみなしたときは、当該受領証等の交付番号（受領証等ごとに付与さ

れた番号をいう。）を公表することができる。 

 （無効となる宣誓） 

第１０条 次の各号のいずれかに該当する宣誓は、無効とする。ただし、第３号又は第４号

に該当する宣誓にあっては、その無効は、当該無効となる事由が生じたときから将来に向

かってのみその効力を生ずる。 

(1) 宣誓者間にパートナーシップを形成する意思がないもの 

(2) 宣誓書の内容に虚偽があるもの 

(3) 第３条各号に掲げる要件を満たさないものとなった場合におけるもの 

(4) 第４条第３項又は第４項の規定に反し、住民票の写しその他の市内への転入を証明す

る書類を市長に提出しなかった場合におけるもの 

 （宣誓書記載内容等証明書の交付） 

第１１条 宣誓者は、前条の規定により宣誓が無効となった場合を除き、パートナーシップ

宣誓書記載内容等証明書交付申請書（別記様式第７号）を市長に提出することにより、パ

ートナーシップ宣誓書記載内容等証明書（別記様式第８号）の交付を受けることができ

る。 

２ 第４条第２項の規定は、パートナーシップ宣誓書記載内容等証明書交付申請書の提出に

ついて準用する。 

 （地方公共団体間での相互利用） 

第１２条 宣誓者は、本市がパートナーシップ宣誓制度の相互利用に関する協定（次項にお

いて「協定」という。）を締結している他の地方公共団体へ転出することにより市内に住

所を有しなくなる場合であって、市長にパートナーシップ宣誓書受領証等継続使用申請書

（別記様式第９号）を提出したときは、受領証等を当該地方公共団体において引き続き使

用することができる。 

２ 本市と協定を締結している他の地方公共団体から転入した者であって、協定の規定に基

づく手続が行われたものは、当該地方公共団体から交付された受領証等を本市において引

き続き使用することができる。 

 （施策の推進に当たっての配慮） 

第１３条 市長は、施策の推進に当たっては、この告示の趣旨を尊重し、パートナーシップ

にある当事者に十分配慮するものとする。 

 （宣誓書の保存期間） 

第１４条 市長は、宣誓者のパートナーシップが継続している限り、宣誓書を保存するもの

とする。ただし、第９条第１項の規定により返還届が提出された場合、同条第３項の規定

により受領証等が返還されたとみなした場合又は宣誓者の双方が宣誓書の廃棄を求めると



きは、これを廃棄することができる。 

 （雑則） 

第１５条 この告示に定めるもののほか、この告示の施行に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

   附 則 

 この告示は、令和５年４月１日から施行する。



別記様式第１号（第４条関係） 

（表） 

 

パートナーシップ宣誓書 

 

 東広島市長 様 

 

 私たちは、東広島市パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱に基づき、互いを人生の

パートナーとし、日常生活において相互に協力し合うことを宣誓し、署名します。 

 

宣誓日     年  月  日  

宣 

  

誓 

  

者 

住 所 

  

  

ふ り が な   

氏 名 

又 は 通 称 名 

  

戸籍上の氏名 

（ 通 称 名 を 

使用する場合） 

  

生 年 月 日     年  月  日     年  月  日 

電 話 番 号 
  

電子メールアドレス 
  

 

代 

  

筆 

  

者 

住 所 

 

 

ふ り が な  

氏 名 
 

電 話 番 号 
 

電子メールアドレス  
 



（裏） 

 

パートナーシップ宣誓に当たっての確認書 

 

 私たちは、宣誓をするに当たって次の記載事項が事実と相違ないこと及び東広島市パート

ナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱に規定する事項について遵守することを確認します。 

また、現況を確認するため、住民票及び戸籍に記載されている事項について、東広島市が

確認することに同意します。  

 

氏 名                氏 名                

確 認 事 項 回 答 欄 

要綱 

第２条

第２号 

（関係性） 

一方又は双方が性的マイノリティである２人が、互いを人

生のパートナーとし、日常生活において相互に協力し合う

ことを約した関係であること。 

□該当 

する 

□該当 

しない 

要綱 

第３条

第１号 

（住所） 

いずれか一方が市内に住所を有し、又は１４日以内に市内

に転入を予定していること。 

 ※ 転入を予定している場合は、次に記入すること。 

転入予定者氏名             

転入予定年月日     年  月  日 

転入予定者氏名             

転入予定年月日     年  月  日 

□該当 

する 

□該当 

しない 

要綱 

第３条

第２号 

（年齢） 

民法第４条に規定する成年に達していること。 
□該当 

する 

□該当 

しない 

要綱 

第３条 

第３号 

（配偶者の有無） 

配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同

様の事情にある者を含む。）がいないこと。 

□該当 

する 

□該当 

しない 

要綱 

第３条 

第４号 

（パートナーシップの有無） 

宣誓をしようとする相手以外の者と宣誓をしていないこ

と。 

□該当 

する 

□該当 

しない 

要綱 

第３条 

第５号 

（近親者でないこと） 

民法第７３４条から第７３６条までに規定する婚姻をする

ことができないとされている者でないこと。ただし、当該

関係が養子縁組によるものである場合は、この限りでな

い。 

□該当 

する 

□該当 

しない 

 注 １ 自署すること。ただし、自署することができない場合にあっては、代筆者が記入

し、「代筆者」の欄にその者の住所、氏名等を記載すること。 

   ２ 該当する項目の□欄にチェックをすること。 

  ３ 次に掲げる書類を添付すること。 

(1) 住民票の写し又は住民票記載事項証明書 

(2) 当事者が市内に住所を有していない場合にあっては、当事者のいずれか一方が

市内への転入を予定していることを疎明するに足りる資料 

(3) 戸籍抄本その他の配偶者がいないことを証する書類 

(4) (1)から(3)までに掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

(5) 通称名の使用を希望する場合にあっては、日常生活において当該通称名を使用

していることを確認することができる書類 

 

※ 次の欄には、記載しないでください。 

本人確認書類 

□個人番号カード 

□旅券 □運転免許証 

□その他（     ） 

本人確認書類 

□個人番号カード 

□旅券 □運転免許証 

□その他（      ） 



別記様式第２号（第４条関係） 

（表） 

 

 

パートナーシップ宣誓書受領証 

 

 

              様                  様 

（    年  月  日生）     （    年  月  日生） 

 

 住所                 住所             

                                   

 

 

 

         宣 誓 日    年  月  日           

         交付番号                      

 

東広島市パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱に基づ

き、パートナーシップ宣誓書を受領したことを証します。 

 

 

     年  月  日 

 

            東広島市長          □印 

 



（裏） 

 

注 意 事 項 

１ 次のいずれかに該当することとなったときは、パートナーシップ宣誓書受領証等を返還してくだ

さい。 

(1) 宣誓者の意思によりパートナーシップが解消されたとき。 

(2) 双方が市内に住所を有しなくなったとき。 

(3) 宣誓者のうち、いずれか一方が死亡したとき。 

(4) 宣誓が無効となったとき。 

２ 次のいずれかに該当する宣誓は無効となります。 

(1) 宣誓者間にパートナーシップを形成する意思がないもの 

(2) 宣誓書の内容に虚偽があるもの 

(3) 宣誓の対象者の要件を満たさないものとなった場合におけるもの 

 (4) 市内に転入する予定の場合において、期日までに市内への転入を証明する書類を提出しないと

きにおけるもの 

３ このパートナーシップ宣誓書受領証を紛失、毀損、汚損その他の事情により再交付を受けようと

するときは、「パートナーシップ宣誓書受領証等再交付申請書（別記様式第４号）」をご提出くだ

さい。 
 

特 記 事 項 

 通称名を使用している場合、再交付を受けている場合等について、戸籍上の氏名、再交付年月日等

を記載します。 

戸籍上 

の氏名 
 

通称名（            ） 

 

通称名（            ） 

備考欄 
  

 

パートナーシップ宣誓書受領証の提示を受けられた方へ 

 東広島市では、全ての人が人権の意義や重要性についての理解を深め、自己の人権のみならず、他

者の人権についても正しく理解し、性の多様性を認め合いながら、一人の人間として自分らしく生き

ることができる社会の実現に向けて、この制度を実施しています。 

 このパートナーシップ宣誓書受領証は、互いを人生のパートナーとし、日常生活において相互に協

力し合うことを宣誓されたことを東広島市として証するものです。 

法的効力を発生させるものではありませんが、パートナーシップ宣誓書受領証の提示を受けられた

方は、上記の趣旨をご理解くださいますようお願いいたします。 

 また、この制度を利用する方の性的指向、性自認等及びこの制度を利用していることについて、本

人の同意なく口外しないでください。 
 
「パートナーシップ」とは、 

互いを人生のパートナーとし、日常生活において相互に協力し合うことを約した関係をいい

ます。 

 

 「パートナーシップ宣誓書受領証」の交付要件 

市長に対してパートナーシップの宣誓を行った２人の者が、次に掲げる要件を満たしている

と認めるときに交付されるものになります。 

 (1) パートナーシップにある２人のうち、いずれか一方が市内に住所を有していること（転

入を予定していることを含む。）。 

 (2) 成年に達していること。 

 (3) 配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）

がいないこと。 

 (4) 宣誓者以外の者とパートナーシップの誓約をしていないこと。 

 (5) 民法第７３４条から第７３６条までに規定する婚姻をすることができないとされている

者でないこと。ただし、当該関係が養子縁組によるものである場合は、この限りでない。 



  



別記様式第３号（第６条関係） 

（表） 

５.５

cm 

パートナーシップ宣誓書受領カード 

東広島市パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱に基づき、 

パートナーシップ宣誓書を受領したことを証します。 

 

 宣誓者 

 【本人】              【パートナー】 

              様                 様 

（    年  月  日生）    （    年  月  日生） 

 宣 誓 日    年  月  日 

 交付番号            

 

    年  月  日 

東広島市長          □印   

 ９.１cm 

（裏） 

 

 

特 記 事 項 

通称名を使用している場合、再交付を受けている場合等について、戸籍上の氏名、

再交付年月日等を記載します。 

 【本人】              【パートナー】 
 

 

 

パートナーシップ宣誓書受領カードの提示を受けられた方へ 

 東広島市では、全ての人が人権の意義や重要性についての理解を深め、自己の人権

のみならず、他者の人権についても正しく理解し、性の多様性を認め合いながら、一

人の人間として自分らしく生きることができる社会の実現に向けて、この制度を実施

しています。 

 このパートナーシップ宣誓書受領カードは、互いを人生のパートナーとし、日常生

活において相互に協力し合うことを宣誓されたことを東広島市として証するもので

す。 

法的効力を発生させるものではありませんが、パートナーシップ宣誓書受領カード

の提示を受けられた方は、上記の趣旨をご理解くださいますようお願いいたします。 

 また、この制度を利用する方の性的指向、性自認等及びこの制度を利用しているこ

とについて、本人の同意なく口外しないでください。 

 



別記様式第４号（第７条関係） 

パートナーシップ宣誓書受領証等再交付申請書 
 

                                 年  月  日  

 

 東広島市長 様 

 

                  申請者 住  所 

                      氏  名 

電話番号  

 

東広島市パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱第７条第１項の規定により、パート

ナーシップ宣誓書受領証等の再交付を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請しま

す。 

宣 

  

誓 

  

者 

住 所 

  

  

氏 名   

生年月日     年  月  日     年  月  日 

電話番号   

宣 誓 日 年  月  日 

交 付 番 号  

再 交 付 を 

求 め る 書 類 

□パートナーシップ宣誓書受領証 

□パートナーシップ宣誓書受領カード 

□パートナーシップ宣誓書受領証 

□パートナーシップ宣誓書受領カード 

再 交 付 を 

求 め る 理 由 

□紛失 

□毀損・汚損 

□その他（                       ） 

 

代 

  

筆 

  

者 

住 所 

 

 

氏 名  

電話番号  

 注 １ 自署すること。ただし、自署することができない場合にあっては、代筆者が記入

し、「代筆者」の欄にその者の住所、氏名及び電話番号を記載すること。 

   ２ 該当する項目の□欄にチェックをすること。 

   ３ 毀損又は汚損を理由に受領証等の再交付を受けようとする場合にあっては、現に

有しているパートナーシップ宣誓書受領証及びパートナーシップ宣誓書受領カード

を添付すること。 

 

※ 次の欄には、記載しないでください。 

本人確認書類 
□個人番号カード □旅券 □運転免許証 

□その他（        ） 



別記様式第５号（第８条関係） 

パートナーシップ宣誓事項変更届 
 

                                 年  月  日  

 

 東広島市長 様 

 

                  届出者 住  所 

                      氏  名 

電話番号 

 

東広島市パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱第８条第１項の規定により、パート

ナーシップ宣誓書に記載した事項に変更が生じたので、次のとおり関係書類を添えて届け出

ます。 

宣 

  

誓 

  

者 

住 所 

変更前 

 

変更前 

 

  

変更後 

 

変更後 

 

  

氏 名 
変更前  変更前  

変更後  変更後  

生年月日     年  月  日     年  月  日 

電話番号   

宣 誓 日 年  月  日 

交 付 番 号  

他の変更事項 
変更前  

変更後  

変 更 の 理 由 

□改姓・改名 

□転居・転入・転出 

□その他（                    ） 

 

代 

  

筆 

  

者 

住 所 

 

 

氏 名  

電話番号  

 注 １ 自署すること。ただし、自署することができない場合にあっては、代筆者が記入

し、「代筆者」の欄にその者の住所、氏名及び電話番号を記載すること。 

 ２ 該当する項目の□欄にチェックをすること。 

 ３ 次に掲げる書類を添付すること。 

(1) 住民票、戸籍抄本その他の変更の内容を確認することができる書類 

(2) パートナーシップ宣誓書受領証及びパートナーシップ宣誓書受領カード 

 

※ 次の欄には、記載しないでください。 

本人確認書類 
□個人番号カード □旅券 □運転免許証 

□その他（        ） 



別記様式第６号（第９条関係） 

パートナーシップ宣誓書受領証等返還届 
 

                                 年  月  日  

 

 東広島市長 様 

 

                  申請者 住  所 

                      氏  名 

電話番号  

 

東広島市パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱第９条第１項の規定により、受領証

等を返還します。 

宣 

  

誓 

  

者 

住 所 

  

  

氏 名   

生年月日     年  月  日     年  月  日 

電話番号   

宣 誓 日 
年  月  日 

 

交 付 番 号  

返 還 の 理 由 

□双方が市内に住所を有しなくなった。 

□パートナーシップを解消した。 

□いずれか一方が死亡した。 

□その他（                      ） 

  

代 

  

筆 

  

者 

住 所 

 

 

氏 名  

電話番号  

注 １ 自署すること。ただし、自署することができない場合にあっては、代筆者が記入

し、「代筆者」の欄にその者の住所、氏名及び電話番号を記載すること。 

  ２ 該当する項目の□欄にチェックをすること。 

  ３ パートナーシップ宣誓書受領証及びパートナーシップ宣誓書受領カードを添付す

ること。 

 

※ 次の欄には、記載しないでください。 

本人確認書類 
□個人番号カード □旅券 □運転免許証 

□その他（        ） 



別記様式第７号（第１１条関係） 

パートナーシップ宣誓書記載内容等証明書交付申請書 
 

                                 年  月  日  

 

 東広島市長 様 

 

                  申請者 住  所 

                      氏  名 

電話番号 

 

東広島市パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱第１１条第１項の規定により、パー

トナーシップ宣誓書記載内容等証明書の交付を申請します。 

宣 

  

誓 

  

者 

住 所 

  

  

氏 名   

生年月日     年  月  日     年  月  日 

電話番号   

宣 誓 日 年  月  日 

交 付 番 号  

証 明 書 を 

求 め る 理 由 

□東広島市役所に提出する。 

□勤務先に提出する。 

□その他（                      ） 

 

代 

  

筆 

  

者 

住 所 

 

 

氏 名  

電話番号  

 注 １ 自署すること。ただし、自署することができない場合にあっては、代筆者が記入

し、「代筆者」の欄にその者の住所、氏名及び電話番号を記載すること。 

   ２ 該当する項目の□欄にチェックをすること。 

 

※ 次の欄には、記載しないでください。 

本人確認書類 
□個人番号カード □旅券 □運転免許証 

□その他（        ） 



別記様式第８号（第１１条関係） 

 

パートナーシップ宣誓書記載内容等証明書 
 

 

氏 名 又 は 

通 称 名 
  

戸 籍 上 の 氏 名 

（通称名を使用 

している場合） 

  

住 所   

生 年 月 日     年  月  日     年  月  日 

宣 誓 日 年  月  日 

交 付 番 号  

返 還 日 年  月  日 

返 還 の 理 由  

 

 東広島市パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱に基づき、パ

ートナーシップ宣誓書に記載されている内容等について、上記のとお

り証明します。 

 

 

     年  月  日 

 

              東広島市長          □印 

 

 



別記様式第９号（第１２条関係） 

パートナーシップ宣誓書受領証等継続使用申請書 
 

                                 年  月  日  

 

 東広島市長 様 

 

                  申請者 住  所 

                      氏  名 

電話番号 

 

東広島市パートナーシップ宣誓の取扱いに関する要綱第１２条第１項の規定により、次の

とおりパートナーシップ宣誓書受領証及びパートナーシップ宣誓書受領カードを引き続き使

用することを申請します。 

なお、東広島市が、パートナーシップ宣誓書、パートナーシップ宣誓に当たっての確認書

及びパートナーシップ宣誓に係る提出書類の写しを転出先の地方公共団体に提供することに

同意します。 

宣 

  

誓 

  

者 

住 所 

変更前 

 

変更前 

 

  

変更後 

 

変更後 

 

  

氏 名   

戸 籍 上 

の 氏 名 

  

生 年 月 日 年  月  日 年  月  日 

電 話 番 号   

転出予定日 年  月  日 年  月  日 

宣 誓 日 年  月  日 

交 付 番 号  

 

代 

  

筆 

  

者 

住 所 

 

 

氏 名  

電 話 番 号  

 注 １ 自署すること。ただし、自署することができない場合にあっては、代筆者が記入

し、「代筆者」の欄にその者の住所、氏名及び電話番号を記載すること。 

   ２ パートナーシップ宣誓書受領証及びパートナーシップ宣誓書受領カードを提示す

ること。 

 

※ 次の欄には、記載しないでください。 

本人確認書類 
□個人番号カード □旅券 □運転免許証 

□その他（        ） 



 


